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議事次第

Ⅰ．令和７年度 保険料率・支部事業計画及び支部保険者機能強化予算
１．支部事業計画等の最終報告について
２．７年度の主な取組について

Ⅱ．データ分析結果の報告
１．医療費（令和５年度）
２．外部資料

Ⅲ．その他

年収の壁
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Ⅰ．令和７年度 保険料率・支部事業計画・支部保険者機能強化予算

１．支部事業計画等の最終報告について
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北 海 道 10.31 滋 賀 9.97 

青 森 9.85 京 都 10.03 

岩 手 9.62 大 阪 10.24 

宮 城 10.11 兵 庫 10.16 

秋 田 10.01 奈 良 10.02 

山 形 9.75 和 歌 山 10.19 

福 島 9.62 鳥 取 9.93 

茨 城 9.67 島 根 9.94 

栃 木 9.82 岡 山 10.17 

群 馬 9.77 広 島 9.97 

埼 玉 9.76 山 口 10.36 

千 葉 9.79 徳 島 10.47 

東 京 9.91 香 川 10.21 

神 奈 川 9.92 愛 媛 10.18 

新 潟 9.55 高 知 10.13 

富 山 9.65 福 岡 10.31 

石 川 9.88 佐 賀 10.78 

福 井 9.94 長 崎 10.41 

山 梨 9.89 熊 本 10.12 

長 野 9.69 大 分 10.25 

岐 阜 9.93 宮 崎 10.09 

静 岡 9.80 鹿 児 島 10.31 

愛 知 10.03 沖 縄 9.44 

三 重 9.99 全国平均 10.00 

令和７年度健康保険料率

都道府県単位保険料率

保険料率の変更時期

令和７年３月分（４月納付分、任意継続被保険者は４月分）の保険料から適用



令和７年度支部事業計画及び保険者機能強化予算について

前回評議会から、支部事業計画及び保険者機能強化予算とも、変更はありません

ＫＰＩ項目 ＜基盤的保険者機能関係＞ 令和６年度 令和７年度
見込

サービス水準の向上

① サービススタンダードの達成状況 100％ 〇 100％

② サービススタンダードの平均所要日数 － － ７日以内

③ 現金給付等の申請書類に係る窓口での受
付率

－ － 対前年度以下

レセプト点検の精度向上

① 協会のレセプト点検の査定率
対前年度以上
（0.148％）

〇 対前年度以上

② 協会の再審査レセプト１件当たりの査定額
対前年度以上
（7,887円）

〇 対前年度以上

債権管理・回収と返納
金債権発生防止の強化

① 返納金債権（診療報酬返還金（不当請
求）を除く。）の回収率

対前年度以上
（87.86％）

△ 対前年度以上

5

大幅達成 達成 未達 大幅未達

◎ 〇 △ ×
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令和７年度支部事業計画及び保険者機能強化予算について

ＫＰＩ項目 ＜戦略的保険者機能関係＞ 令和６年度 令和７年度
見込

特定健診実施率・
事業者健診データ
取得率等の向上

① 生活習慣病予防健診実施率 82.5％ △ 83.5％

② 事業者健診データ取得率 7.3％ △ 7.3％

③ 被扶養者の特定健診実施率 42.7％ 〇 44.9％

特定保健指導実施
率及び質の向上

➀ 被保険者の特定保健指導実施率 30.3％ △ 31.5％

➁ 被扶養者の特定保健指導実施率 9.1％ △ 15.2％

重症化予防対策の推
進

① 血圧、血糖、脂質の未治療者において健診受診
月から10か月以内に医療機関を受診した者の割合

37.5％ △ 対前年度以上

コラボヘルスの推進 ① 健康宣言事業所数 1,720事業所 ◎ 1,820事業所

医療資源の適正使用
① ジェネリック医薬品使用割合（数量ベース）

対前年度以上
（87.8％）

◎ 対前年度以上

② バイオシミラー使用促進事業 － － 働きかけの実施

広報活動や「顔の見
える地域ネットワーク」
を通じた加入者等の
理解促進

① SNS(LINE公式アカウント）の運用 － － 毎月情報発信

② 全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱さ
れている事業所の被保険者数の割合

63.2％ ◎ 66.5％

③ 健康保険委員の委嘱事業所数
対前年度以上

（2,981事業所）
◎ 対前年度以上

大幅達成 達成 未達 大幅未達

◎ 〇 △ ×
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令和７年度支部事業計画及び保険者機能強化予算について

予算区分 分野 予算（前年度比）

医療費適正化予算

① 医療費適正化対策 2,022（▲26）

② 広報・意見発信 8,735（▲840）

合計 10,757（▲263）

保健事業予算

③ 健診経費 10,791（▲10,383）

④ 保健指導経費 5,414（▲2,701）

⑤ 重症化予防対策 4,268（＋68）

⑥ コラボヘルス事業経費 12,121（+4,299）

⑦ その他 1,581（＋1,581）

合計 34,177（▲6,902）

（千円）



協会の象徴的存在である健康保険証が令和6年12月より発行されないことから、協会の認知度向上
に今まで以上に取り組む。

データヘルス計画について
令和７年度支部広報計画

最重点事項 対象 実施内容 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

令和８年度健診体系の見直し

加入者・事業主 新聞、広報誌 ● ●

令和８年度健康保険料

重点事項 対象 実施内容 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

医療費適正化（ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品・ﾊﾞｲｵｼﾐﾗｰ） 医療関係者
医療関係者に対す
るセミナー

●

医療費適正化（上手な医療のかかり方） 小児がいる世帯
自治体と連携した
啓発パンフ

● ●

健診 事業主・加入者 個別勧奨、LINE ● ●

特定保健指導 事業主・加入者 LINE ● ●

重症化予防 事業主・加入者 ポスター、チラシ ● ●

コラボヘルス 事業主・加入者
広報誌、チラシ、メ
ルマガ、LINE

● ●

8
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Ⅰ．令和７年度 保険料率・支部事業計画・支部保険者機能強化予算

２．令和７年度の主な取組について



１．やまがた健康企業宣言

協会けんぽでは、健康経営の推進のため各支部で、
「健康宣言」事業を行っている。
山形支部では、健康経営に取組む事業所に「やま
がた健康企業宣言」として登録していただいている。

10

宣言項目

・健康診断の実施 100％
・特定保健指導の実施 直近の実施率以上
・検査、治療の促し １つ以上
・健康づくりの推進 １つ以上

登録の要件

生活習慣病予防健診
（協会けんぽの健診）

事業者健診
（法定の定期健診）＋

※同意書の提出が必要

・協会けんぽで把握する健康診断の実施率が70％以上



１．やまがた健康企業宣言

支部ごとに健康宣言の取組内容が異なっていたことから、令和４年４月より協会けんぽとして宣言内容の統一
化を図るとともに、山形支部では実効性を高めるため、「協会けんぽで把握する健康診断の実施率が70％以上」
という登録の要件を設けた（新モデル）。

令和４年３月以前に宣言していただいている事業所（旧モデル）には、令和８年度末までに、再度宣言をし
ていただく。

11
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旧モデル数（未切替）
４１９事業所

<やまがた健康企業宣言事業所数の推移>令和7年1月末時点

（事業所）

新モデル数
１,３４０事業所

1,759事業所

1,387事業所



１．やまがた健康企業宣言

<地域別登録状況>

事業所数
宣言登録
事業所数

登録割合

山形市 4,606 485 10.5%

米沢市 1,462 187 12.8%

鶴岡市 1,928 249 12.9%

酒田市 1,675 155 9.3%

新庄市 641 52 8.1%

寒河江市 623 74 11.9%

上山市 449 53 11.8%

村山市 341 29 8.5%

長井市 512 68 13.3%

天童市 971 107 11.0%

東根市 560 52 9.3%

尾花沢市 254 23 9.1%

南陽市 443 42 9.5%

東村山郡 294 12 4.1%

西村山郡 497 46 9.3%

北村山郡 76 4 5.3%

最上郡 486 34 7.0%

東置賜郡 521 38 7.3%

西置賜郡 407 31 7.6%

東田川郡 398 30 7.5%

飽海郡 155 12 7.7%

合計 17,299 1,783 10.3%

市町村別では長井市の登録割合が最も高く、郡部に比べ市部の登録割合が高い傾向にある。
業態別では建設業の登録割合が２番目に高く、これは自治体の建設工事入札参加資格加点制度の影響が
考えられる（下記では黄色の自治体）。

事業所数
宣言登録
事業所数

登録割合

農林水産業 739 22 3.0%

鉱業、採石業、砂利採取業 40 1 2.5%

建設業 3,177 573 18.0%

製造業 2,303 369 16.0%

電気・ガス・熱供給・水道業 101 8 7.9%

情報通信業 261 20 7.7%

運輸業、郵便業 432 89 20.6%

卸売業・小売業 2,961 223 7.5%

金融・保険業 203 28 13.8%

不動産業、物品賃貸業 805 27 3.4%

学術研究、専門・技術サービス業 905 59 6.5%

宿泊業、飲食サービス業 938 34 3.6%

生活サービス関連業、娯楽業 630 34 5.4%

教育・学習支援業 255 8 3.1%

医療、福祉 1,542 138 8.9%

複合サービス業 115 14 12.2%

サービス業 1,836 135 7.4%

公務 33 0 0.0%

士業 23 1 4.3%

合計 17,299 1,783 10.3%

＜業態別登録状況>

12

（山形支部 被保険者数1人以上加入事業所） R7.3.4時点



１．やまがた健康企業宣言

13

<事業所規模別登録状況>

被保険者数 事業所数
宣言登録
事業所数

未登録
事業所数割合

うち、
登録要件
不適

1～4人 9,468 176 1.9％ 9,292 6,047

5～9人 3,567 282 7.9％ 3,285 1,384

10～19人 2,042 404 19.8％ 1,638 545

20～49人 1,405 486 34.6％ 919 222

50～99人 456 220 48.2％ 236 62

100～499人 332 196 59.0％ 136 27

500人～ 29 19 65.5％ 10 3

合計 17,299 1,783 10.3％ 15,516 8,290

登録割合は、事業所規模に比例して高くなっている。一方、大多数を占める小規模事業所（被保険者数1～
4人）において、登録割合が２％を下回っているというのが課題である。
未登録事業所のうち半数以上が、登録要件を満たしていない（令和6年12月健診受診分まで）。

（山形支部 被保険者数1人以上加入事業所） R7.3.4時点



１．やまがた健康企業宣言

新規取組 健康経営の推進に向けた生命保険・損害保険会社による無料支援

▶ 山形支部では、健康経営の普及促進に向けて、やまがた健康企業宣言の推進に関する覚書を、下記生命保険・損害保
険会社８社と締結している。

この覚書により、生命保険・損害保険会社によるやまがた健康企業宣言の登録勧奨、切替勧奨や健康経営セミナーでの
講演等を実施してきた。

覚書締結事業所名 締結年月日

アクサ生命保険株式会社山形支社 平成２９年５月３０日

東京海上日動火災保険株式会社 平成３０年１月２５日

住友生命保険相互会社山形支社 平成３０年７月５日

株式会社かんぽ生命保険東北エリア本部 令和４年４月１日

第一生命保険株式会社山形支社 令和４年４月１日

三井住友海上あいおい生命保険株式会社山形生保支社 令和４年４月１日

三井住友海上火災保険株式会社山形支店 令和４年４月１日

明治安田生命保険相互会社山形支社 令和４年４月１日
14



１．やまがた健康企業宣言

新規取組．健康経営の推進に向けた生命保険・損害保険会社による無料支援

15

▶ 例年、健康経営優良法人認定申請期間を中心に、取組支援や申請書の作成方法等の相談が寄せられている。

健康経営の取組支援を希望する事業所と、健康経営のノウハウを有する生命保険・損害保険会社をマッチングするもの。

実施に当たっては、健康経営アドバイザー等の設置、支援の無償提供、営利活動をおこなわないことなどを条件とし、アン
ケートにより状況の確認を図る。

事業所

協会けんぽ
生命保険・
損害保険会社

支援を希望する生命保険・
損害保険会社を選択

事業所情報を連携

健康経営の取組支援
プランＡ
健康経営優良法人認定サポート

プランＢ
健康経営をこれから始めるビギナー
向けサポート



２．小学校高学年向け健康教室の実施

■ 我が国の「国民皆保険制度」は、国民の生活を支える世界に誇れる素晴らしい制度です。協会は日本最大の公的医療

保険者としてその中核を担っており、同制度の維持や加入者の皆様が健康で豊かな生活を送ることが出来るよう、保健事業等

を通じて医療費適正化に取り組んでいます。

■ 保健事業の推進は、健康づくりに対する加入者の理解を得ることが重要であるため、セミナーや各種広報媒体を使用した

積極的な広報を通じて、加入者のヘルスリテラシーの向上に取り組んでいます。

■ 中でも、一部の支部において実施している学齢期を対象とした健康教育は、未来の公的医療保険を支える子どもたちの健

康意識を醸成し、適切な受診行動を促すため、加入者自身の健康増進と医療費の抑制に繋がると考えています。

■ SDGｓの観点においても、特に保健事業による健康増進（No3）や子供への質の高い教育（No４）に貢献できる大

変意義深い取組です。協会では国民皆保険制度を未来へ繋ぎ、その担い手となるこどもたちの健康を守っていくためにも、「こど

も健康教育」の活動を推進しています。

16

▶ 令和６年度、本部・支部がプロジェクトチームを発足し、健康教育の実施に
あたり必要となる教材・ナレッジ集について取りまとめをおこなった。

教材は、全国統一的なページと自支部の健康課題を掲載するページが設け
れており、山形支部ではこれをもとに健康教室を実施する。
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２．小学校高学年向け健康教室の実施

県より小学校
に募集開始

申込
締め切り

２月 ４月 ９月

健康教室開始（年度内数回目標）
資料作成 資料完成

３月

▶ 山形支部においては、小学校高学年の児童を対象に、自身の健康に関する意識の醸成と、保護者への波及効果を目的とし
て、健康教室を実施する。

山形県教育局に働きかけ趣旨にご賛同いただいたことから、県で実施する「子どもの健康づくり連携事業」の一つとして本事業
を取り入れていただき、令和７年度下期からの開始をめざす。

実施にあたっては、本部作成資料（P19）をもとに、動画・クイズ等も交えた、児童が興味をもちやすい資料構成とする。

＜スケジュール＞
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２．小学校高学年向け健康教室の実施

協会けんぽ 他支部の事例

福
島

 小学５・６年生を対象とした健康教室

生活習慣病等に関するヘルスリテラシーの向上を図るため、小学５・６年生を対象に出前授業を実施。令和５
年度からは歯科医師会協力のもと歯の健康についても取り上げている。

（対象者）小学校５・６年生
（連携先）福島県教育委員会、福島市教育委員会、

郡山市教育委員会、相馬市教育委員会
（実 績）５校（令和４年度）
※福島市、郡山市、毎年各１校
相馬市は３年計画（4-6年度）で毎年３校実施

栃
木

 小学生への健康教育

ヘルスリテラシーの向上を図るため、学齢期からの健康教育として、小学５・６年生の授業で活用することを目的
とした健康教育冊子と当該冊子の内容をもとにした動画を作成。宇都宮市等の73校の小学校に配付のうえ、健
康教育に活用していただいている。

（対象者）小学校５・６年生
宇都宮市全69小学校、茂木町全４小学校
宇都宮大学共同教育学部附属小学校
小山市立絹義務教育学校
（連携先）栃木県教育委員会、当該学校長
（実 績）75校（令和４年度）
※資料配布のみも含む

血管模型（正常・異常）

(福島支部での実施風景）



２．小学校高学年向け健康教室の実施

■ 小学校高学年

（２）実施方法

■ 協会の保健師等を講師派遣する。

■ 授業において健康教育用のテキストを配布する。

■ 担任教諭の方、もしくは養護教諭の方に授業に参加していただく。

■ 土曜学習やコミュニティスクールなどでの実施も検討可能。

【テキスト表紙】

（３）事業の評価

■ 授業を受けた生徒の皆様に、ごく簡単なアンケートの記入を依頼する。

■ 担任教諭もしくは養護教諭の方に、授業内容など本事業に関するアンケートの記入を依頼する。

（４）事業の振り返り

■ アンケート結果を共有し、次年度以降の継続実施の可否や改善点等について簡単な意見交換を実施する。

（１） 実施対象
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３．特定健診

取組拡大 支部主催集団健診の実施体制の見直し

20

40歳以上の被扶養者に対して、年度初めに受診券・パンフレットを発送し受診を呼
びかけているものの、令和5年度の被扶養者特定健診受診率は43.4%。

国の実施目標も踏まえ、被扶養者の特定健診・特定保健指導のKPIは高い目標
が設定されており、達成に向けては健診当日に特定保健指導が受けやすい機会の創
出が求められている。

当該事業は、受診しない層に対して、「受診券の有効期限である年度末までに無
料で受診できる最後の機会」と称し、支部主催の集団健診（施設呼び込み型集団
健診）を実施し、受診率向上を図る。

１．概要・目的

２．実施内容

当支部加入の40歳以上の被扶養者（被保険者のご家族）のうち、特定健診未
受診者に対し、健診機関施設内において日程を限定した協会主催の集団健診を実
施する。

令和6年度実施の冬季健診をベースとし、開催期間を9～2月（R6年度：12～
2月）に拡大することで、より多く方が受診できる環境を作る。

令和7年度からは、無料で実施できる眼底検査・骨粗鬆症検診のオプションを追加
することで集団健診に呼び込み、特定健診・当日特定保健指導を実施する。
また、自治体と連携のうえ、実施可能機関においてはがん検診も同時に実施する。

＜参考：R6年度案内パンフレット ＞



４．特定保健指導

新規取組 施設における健康サポート（特定保健指導）遠隔初回面談の実施

１．概要・目的

２．実施内容

当支部の特定保健指導実施率は28.8%（R5被保険者・評価）と第4期国目標35％にはほど遠い状況である。
利便性がよく対象者の健康意識が高まっている健診当日に特定保健指導を実施することが効果的であると考えられるが、
マンパワー不足等により実施が難しい健診機関もある。

そのため、初回面談（分割実施）を遠隔面談業者に実施させ、遠隔面談を実施する際に発生する対象者抽出等の
作業を健診機関に委託費として支払う事で、健診当日の指導を可能とし特定保健指導の実施率向上につなげる。

専門機関による
遠隔面談実施

院内の面談場所へ誘導
本人へ説明
保健指導案内健診実施

健診当日に分かる検査結果等で判定
（腹囲・BMI、血圧、血糖、脂質、質問
票の服薬の有無、喫煙状況）
※血液検査の結果は後日になることが多いた
め、主に、腹囲と血圧、服薬の有無で判定す
ることを想定

保健指導の対象となったことを説明。
今から保健指導が受けられることを案内。
希望者から保健指導実施に係る同意を取得。

専門機関に保健指導実施の連絡を入
れたうえで、健診機関内の面談場所ま
で対象者を誘導。

健診機関は、面談終了後に本人から
同意の署名を得たチェックシートを回
収する。

対象者判定

保健指導お願い
します！
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Ⅱ．データ分析結果の報告
１.医療費（令和５年度）
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

歯科

外来（調剤含む）

入院

約700億円
約790億円

（億円）

平成28年度－令和5年度

医療費の伸び +94億6,000万円

・・・高額薬剤や、受診行動の変化、医療提供体制の変化などによる
一人当たり医療費の変化の影響

加入者数の減少の影響 ▲56億2,000万円
高齢化の影響 ＋51億7,000万円
その他の影響 ＋99億1,000万円

医療費は新型コロナウイルス禍における受診控えの時期を除き、増加傾向にある。平成２８年度と令和５年度の比較では、
約９５億円医療費が増加しているが、診療種別では外来医療費の伸びが最も大きい。また、医療費の増加には高齢化と一
人当たり医療費の増加が大きく影響を与えている。

山形支部医療費の推移

23



140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

200,000

210,000

220,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

全国平均 山形支部

以前は山形支部は全国に比べ一人当たり医療費が低い傾向にあったが、年々上昇し、平成29年度には全国を上回るように
なっている。
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2.0%

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

年齢調整後１人当たり医療費の全国平均からの乖離率

（円）

１人当たり医療費（年齢調整後）の推移
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１人当たり医療費（歯科）

１人当たり医療費（外来）

１人当たり医療費（入院）

１人当たり医療費

（円）

一人当たり医療費では、山形支部は全国でも上位に位置しているが、年齢調整の差を調整すると、全国平均とほぼ同様となる。
全国平均をやや上回っているのは、外来医療費によるものである。

診療種別一人当たり医療費（年齢調整後）の全国平均との乖離 令和５年度
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病 院：入院できる病床数が20床以上
診療所：入院できる病床数が19床以下

山形

山形

R² = 0.1632

R² = 0.1463

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

60 70 80 90 100 110 120 130

【人口10万人対医療機関数と全国の1人当たり医療費】

外来

入院

山形

R² = 0.2022

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

500 1,000 1,500 2,000 2,500

【人口10万人対病床数と全国の入院1人当たり医療費】

（円）

（円）

1 高知 17.8 1 高知 2328.1 1 和歌山 114.1 1 大分 302.2

2 徳島 15.1 2 鹿児島 2026.4 2 島根 107.4 2 鹿児島 279.4

3 鹿児島 14.7 3 長崎 1971.3 3 東京 104.6 3 佐賀 249.8

4 大分 13.6 4 徳島 1885.9 4 長崎 104.1 4 熊本 228.2

5 宮崎 12.5 5 熊本 1878.5 5 大阪 100.4 5 長崎 227.7

6 佐賀 12.0 6 山口 1854.1 6 徳島 99.9 6 宮崎 204.0

7 熊本 11.8 7 佐賀 1767.0 7 京都 97.9 7 徳島 183.4

8 長崎 11.5 8 北海道 1765.2 8 兵庫 96.6 8 高知 159.0

9 山口 10.6 9 大分 1757.7 9 山梨 93.8 9 愛媛 148.6

10 北海道 10.4 10 宮崎 1727.9 10 奈良 93.8 10 香川 144.8

11 富山 10.4 11 福岡 1596.8 11 福岡 93.8 11 青森 133.5

12 愛媛 10.3 12 愛媛 1551.3 12 山口 93.2 12 福岡 122.3

13 香川 9.3 13 鳥取 1528.1 13 広島 91.9 13 福井 109.6

14 和歌山 9.2 14 秋田 1514.9 14 香川 91.3 14 山口 100.0

15 福井 8.9 15 香川 1505.2 15 愛媛 91.3 15 岡山 97.3

16 福岡 8.9 16 石川 1480.6 16 鳥取 89.2 16 北海道 96.8

17 岡山 8.5 17 富山 1476.0 17 鹿児島 88.6 17 広島 90.4

18 広島 8.4 18 島根 1474.9 18 秋田 87.8 18 岩手 89.3

19 石川 8.1 19 岡山 1455.3 19 三重 87.6 19 和歌山 82.2

20 鳥取 7.9 20 和歌山 1420.8 20 佐賀 87.6 20 鳥取 77.2

21 岩手 7.8 21 岩手 1367.1 21 宮崎 87.3 21 栃木 76.5

22 青森 7.5 22 福井 1361.1 22 大分 86.9 22 岐阜 72.3

23 山梨 7.5 23 青森 1356.6 23 山形 86.7 23 秋田 70.4

24 秋田 7.0 24 山形 1355.7 24 岡山 86.4 24 石川 69.9

25 島根 7.0 25 福島 1345.3 25 熊本 86.2 25 全国 64.4

26 福島 6.9 26 広島 1338.0 26 全国 84.2 26 島根 61.7

27 群馬 6.6 27 山梨 1321.4 27 岐阜 84.1 27 福島 56.3

28 全国 6.5 28 沖縄 1274.0 28 群馬 82.7 28 宮城 55.7

29 山形 6.4 29 京都 1252.7 29 滋賀 81.3 29 茨城 55.5

30 兵庫 6.4 30 群馬 1224.3 30 長野 79.5 30 沖縄 53.1

31 京都 6.3 31 奈良 1221.4 31 石川 79.2 31 三重 52.8

32 長野 6.2 32 新潟 1217.2 32 新潟 78.3 32 山梨 51.0

33 茨城 6.1 33 全国 1194.9 33 高知 78.1 33 群馬 46.4

34 沖縄 6.1 34 大阪 1184.4 34 福島 77.7 34 静岡 46.1

35 宮城 5.9 35 兵庫 1181.5 35 栃木 77.5 35 愛知 46.0

36 大阪 5.8 36 長野 1136.3 36 静岡 77.1 36 山形 45.6

37 栃木 5.7 37 栃木 1107.2 37 神奈川 76.8 37 兵庫 41.5

38 奈良 5.7 38 三重 1100.4 38 宮城 76.7 38 富山 39.3

39 新潟 5.6 39 宮城 1078.7 39 福井 76.1 39 長野 37.7

40 三重 5.3 40 茨城 1075.0 40 岩手 75.3 40 埼玉 33.0

41 岐阜 5.0 41 静岡 1012.6 41 愛知 74.9 41 滋賀 33.0

42 埼玉 4.7 42 岐阜 1010.3 42 富山 74.5 42 千葉 31.6

43 静岡 4.7 43 滋賀 983.9 43 青森 71.3 43 奈良 30.4

44 千葉 4.6 44 千葉 954.4 44 北海道 66.8 44 新潟 26.1

45 東京 4.5 45 東京 891.5 45 沖縄 63.2 45 東京 24.6

46 愛知 4.2 46 愛知 879.7 46 千葉 62.9 46 京都 24.2

47 滋賀 4.1 47 埼玉 857.2 47 茨城 62.5 47 神奈川 23.6

48 神奈川 3.6 48 神奈川 798.9 48 埼玉 61.3 48 大阪 22.5

人口10万人対病院数 人口10万人対病院病床数 人口10万人対一般診療所数 人口10万人対一般診療所病床数

散布図より、全国的に病院数・病床数が多いほど医療費が高くなる傾向があることがわかるが、山形県の医療提供体制として、
病院数に対する病床数は多く、診療所数に対する病床数は少ないといった特徴があげられる。

山形県の医療提供体制 令和4年
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診療種別一人当たり医療費（年齢調整後）の推移
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全国平均との乖離では、入院一人当たり医療費は平成27年度以降全国平均を上回っていたが、令和5年度には下回った。
一方、外来一人当たり医療費は平成29年度以降全国平均を上回っている。



外来では、循環器系疾患と内分泌、栄養及び代謝疾患の全国との乖
離が大きい

入院では、精神及び行動の障害の全国との乖離が大きい

【 入院 】

5.00％

0.00％

-5.00％

5.00％

0.00％

-5.00％

【 外来 】

H22 H23 H24  H25  H26  H27    H28  H29  H30    R1  R2   R3   R4    R5
年度

診療種別疾病分類別１人当たり医療費（年齢調整後）の全国平均からの乖離率寄与度
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外来（調剤含む

64%

入院

26%

歯科

10%

１人当たり医療費

呼吸器系の疾患

14%

循環器系の疾患

12%

内分泌、栄養及

び代謝疾患

12%

新生物

11%
筋骨格系及び結

合組織の疾患

6%

消化器系の疾患

6%

7,945

その他

32%

外来１人当たり医療費

糖尿病
脂質異常症
甲状腺障害 等

外来一人当たり医療費 疾病分類別
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外来_内分泌、栄養及び代謝疾患

糖尿病外来医療費は全国比で低かったものの、その差は徐々に縮小傾向にある。

H22 H23 H24 H25 H26    H27     H28 H29    H30    R1  R2   R3   R4    R5
年度

内分泌、栄養及び代謝疾患一人当たり医療費（年齢調整後）の推移
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糖尿病性腎症と慢性腎臓病（ＣＫＤ）について

• 慢性腎臓病（ＣＫＤ）とは、明らかな腎障害がある状態、あるいは腎機能が低下した状態が３か月以上続く病気。
この中で、糖尿病であり、尿たんぱくが確認されてから腎機能が低下するものを糖尿病性腎症という。

• 慢性腎臓病（ＣＫＤ）が重症化すると、透析治療が必要となるが、新たに透析になった患者の原因疾患別に分け
ると、糖尿病性腎症が一番多く、約４割を占める。

• 糖尿病の治療を放置し、血糖値の高い状態が長く続くと、徐々に腎機能が低下し、一般に10～15年以上経過した
ころには透析治療が必要な状態になりうるといわれる。

ＣＫＤ対策 糖尿病対策

糖尿病性腎症重症化予防

医療連携体制の整備
等により早期発見・治療
につなげ、ＣＫＤの重
症化を予防し、新規透
析導入を予防する

生活習慣の改善による
糖尿病の発症及び重症
化を予防する

出典：厚生労働省保健局国民健康保険課「糖尿病性腎症重症化予防 事業実施の手引き（令和6年度版）
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「人工透析者数の割合が高い」及び「人工透析者数が多い」市町村

32

加入者数千人あたり
の人工透析者数

●市町村名が赤字は、加入者数千人あたりの
人工透析者数が１人以上の自治体

遊佐町（－人）

金山町（－人）

最上町（－人）

戸沢村（－人）

新庄市（20人）

大蔵村（－人）

東根市（10人）

天童市（14人）

山形市（48人）

南陽市（18人）

米沢市（18人）

酒田市（19人）

鶴岡市（21人）

●市町村名の後ろの（ ）は人工透析者数。
１０人未満の場合はーとして掲載。

市町村名 人工透析者数

山形市 ４８

鶴岡市 ２１

新庄市 ２０

酒田市 １９

南陽市 １８

米沢市 １８

天童市 １４

寒河江市 １０

東根市 １０

県内他市町村 計 ６４

県外 計 ２６

山形支部 計 ２６８協会けんぽ山形支部
令和６年７月ﾚｾﾌﾟﾄﾃﾞｰﾀ



山形支部における人工透析にかかる医療費（ごく荒い試算）

４００万円（年間） × ２６８人 ＝ 約１０億円

透析を受けた場合の費用負担は、患者一人につき年間４００万円～６００万円程度必要といわれている。

人工透析にかかる医療費（年間）
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山形支部における重症化予防対策事業

34

未治療者対策事業

・収縮期血圧160mmHg以上
・拡張期血圧100mmHg以上
・空腹時血糖126mg/dl以上
・HbA1c 6.5%以上
・LDLコレステロール180mg/dL以上

健
診
受
診

一
次
勧
奨

健診の約半年後 二
次
勧
奨

1月後

置賜地域糖尿病及び慢性腎臓病重症化予防事業

置賜地域において、腎機能低下者に対し、県・保険者・医療機関が
連携して、治療と生活習慣の改善に向けた指導を実施。

令和７年度は、山形支部では１件実施。

医療機関 協会けんぽ

対象者

情報共有

治療 指導

健診結果が下記の基準値のいずれかを超過していて未治療者に対して、複数回文書による受診勧奨を実施。
また、山形支部独自事業として、腎機能低下者で未治療者に対して、受診勧奨を実施。



置賜・最上地域が上位を占める

健診受診者に占める、未治療者対策事業対象者の割合

35

対象者
下記のいずれかに該当し、健診後３か月以内に受診がない方

・収縮期血圧160mmHg以上
・拡張期血圧100mmHg以上
・空腹時血糖126mg/dl以上
・HbA1c 6.5%以上
・LDLコレステロール180mg/dL以上



健診受診者に占める、未治療者対策事業対象者の割合（二次医療圏別）

県平均（4.95％）

置賜・最上地域が上位を占める

36

対象者
下記のいずれかに該当し、健診後３か月以内に受診がない方

・収縮期血圧160mmHg以上
・拡張期血圧100mmHg以上
・空腹時血糖126mg/dl以上
・HbA1c 6.5%以上
・LDLコレステロール180mg/dL以上



未治療者対策事業対象者のうち、勧奨後も医療機関未受診の割合

県平均（84.60％）

置賜・庄内地域が上位を占める
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県平均（84.60％）

置賜・庄内地域が上位を占める

未治療者対策事業対象者のうち、勧奨後も医療機関未受診の割合（二次医療圏別）



Ⅱ．データ分析結果の報告
２.医療費等統計資料（令和４年度）
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医療費等統計資料（令和４年度データ） 山形県保険者協議会

出典：山形県保険者協議会「医療費等統計資料（令和４年度データ） ５医療費マップ」

① 集計概要：令和４年５月診療分について、医科、歯科、調剤レセプトを集計している

② 使用データ：全国健康保険協会山形支部、国保（組合国保除く）、後期高齢者医療

③ 集計方法：
・ 【疾病分類】レセプトに記載のある「主傷病」から社会保険表章用疾病分類表の中分類コードで次の分類表のとおり集計している。

・ 【対県比】一人当たり医療費について、市町村別の対県比を次の計算式で計算している。

対県比 ＝ 当該市町村の１人当たり医療費 ×１００

県全体の１人当たり医療費

40

高血圧症、糖尿病、脂質異常症、腎不全、悪性新生物、虚血性心疾患、脳血管疾患、精神疾患

対県比 ＜ 第１四分位数

第３四分位数 ＜ 対県比

第１四分位数 ≦ 対県比 ＜ 第２四分位数

第２四分位数 ≦ 対県比 ＜ 第３四分位数



総医療費
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糖尿病医療費



医療費等統計資料（令和４年度データ） 山形県保険者協議会

出典：山形県保険者協議会「医療費等統計資料（令和４年度データ） ６健診結果マップ」

① 集計概要：特定健診データ（令和４年度法定報告分）を性別で集計しマップ化している。

② 使用データ：山形銀行健康保険組合、山形県自動車販売健康保険組合、フィデア健康保険組合、全国健康保険協会山形支部、山形
県市町村職員共済組合、国保（組合国保除く）

③ 集計方法：
・ 特定健診の有所見率等を年齢調整したうえで市町村間比較するために標準化該当比を算出。標準化該当比は、基準集団（本資料

では県を基準としている）での有所見率を100とした時に、各市町村での有所見率を相対値で表したものとなる。

【例】A市で腹囲リスクの標準化該当比が120であった場合、A市は県全体に比べて1.2倍有所見率が高いことを意味する。

・ 統計により観察された結果が偶然によるものかどうかを判断するために、偶然である確率（P値）を計算し、その確率が十分に低けれ
ば（P<0.05を基準とする）有意であるという判定を行っている。

43

有意に低い（偶然ではなく低い）

有意に高い（偶然ではなく高い）

低いが有意でない（低めだが偶然かもしれない）

高いが有意でない（高めだが偶然かもしれない）



血圧リスク
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血糖リスク
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30分以上の運動習慣

46



歩行又は身体活動
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